
様式第十八号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

（用紙Ａ４）

単位・千円

100 

24,856 Ａ

16,624 Ｂ
41,480 Ｃ

12,278 Ｄ

貸 　借　 対 　照 　表

令和 4 年 12 月 31 日現在 （商号又は名称） ○○建設

資 産 の 部

  Ⅰ　流　動　資　産

1 現 金 預 金 17,034 
2 受 取 手 形 330 
3 完成工事未収入金 2,900 
4 有 価 証 券

5 未成工事支出金 兼業事業売掛金

6 材 料 貯 蔵 品 4,590 
7 そ の 他 100 
貸倒引当金(※債権償却特別勘定を含む) △

　　　　　流動資産合計

  Ⅱ　固　定　資　産

1 建 物 ・ 構 築 物 3,253 

2 機 械 ・ 運 搬 具 1,699 

3 工具器具・備品 2,833 

4 土 地 8,836 

5 建 設 仮 勘 定

6 破 産 更 生 債 権 等

7 そ の 他

固定資産合計

資 産 合 計

負 債 の 部

  Ⅰ　流　動　負　債

1 支 払 手 形 898 
2 工 事 未 払 金 4,736 
3 短 期 借 入 金 6,000 
4 未 払 金

5 未成工事受入金 612 
6 預 り 金 30 
7 引当金

8 そ の 他

流動負債合計

円単位の金額

を合計し、Ａに

は千円単位で

表示。

（以下の各計

欄も同様）

個人用

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

流動資産で、他の科目に属
さないものを記入する。な
お、資産合計の５％以上の
金額になるものは、別途科
目を立てて記入する。

固定資産で、他の科目に属
さないものを記入する。なお、
資産合計の５％以上の金額
になるものは、別途科目を
立てて記入する。

流動負債で、他の科目に属
さないものを記入する。なお、
負債合計の５％以上の金額
になるものは、別途科目を
立てて記入する。

適当な科目がない場合は使用し
ない科目を削除し追加する



  Ⅱ　固　定　負　債

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

・ ・

1 長 期 借 入 金 13,660 
2

3 そ の 他 456 
固 定 負 債 合 計 14,116 
負 債 合 計 26,394 

純 資 産 の 部

Ⅰ 期 首 資 本 金 16,326 
Ⅱ 事 業 主 借 勘 定（※価格変動基準金を含む） 430 
Ⅲ 事 業 主 貸 勘 定 △ 2,735 
Ⅳ 事 業 主 利 益 1,064 

純 資 産 合 計 15,085 
負債純資産合計 41,480 

注　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 税抜方式 税込方式 免税事業者につき税込

※Ｈ＝Ｆ ＋ＧでＣと一致

損失又は欠

損の場合は、

△表示で計

上。

消費税に相当する額の会計処理の方法について該当するものに

○をつける。経営事項審査を受審する場合は、税抜方式で記入。

固定負債で、他の科目に属
さないものを記入する。なお、
負債合計の５％以上の金額
になるものは、別途科目を
立てて記入する。


